
　

開始年度 平成7

④
経
　
費

財
源
内
訳

※「財源内訳」について

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

1,500

将来目標

1,500

「実績」
縮小図る

650,000 700,000

1,400

単位

件

円

目標値 1,400

1,400

H28目標値

1,313 1,163

Ｈ 26 Ｈ 27

9,398

27 H28見込み 将来目標単位 Ｈ 26 Ｈ

１．各課で作成又は取得した行政資料を市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布している。
２．各課の提供している情報について一覧表を作成し、市も窓口、広報ほかの手段により公表又は提供している。

基本
方針

215

350 328 320

00

5,719

0

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （ 0.00

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

9206
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

所沢市行政資料取扱要綱
所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱
所沢市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

部課コード 051500 ℡

法定受託＋附加

事業コード
市政情報センター運営事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

051508

①事務事業名

終了年度 年度

市民相談課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 市政情報センター

情報公開制度推進事業

■ □ □

年度

2,918

→

事業の種別

地方分権節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

行政資料の効率的な活用及び情報提供施策の充実を図るため、平成７年から行政資料の収集・提供を開始した。平成１５年から市民が市政に
関する正確で分かりやすい情報を迅速かつ容易に得られるように公表・提供する仕組みを開始した。

総合計画の体系 章 行財政運営 自治体としての自立性を確保します

件

件

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

544

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

市が保有している情報提供のため常時配架している資料 平成

0.00

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

市民に提供できる市の保有情報を把握し、市民が利用しやすいように公開請求によらずに積極的に提供する。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　）雑入 ）

2,806

6,047

人） （

0.64人 5,542

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

9,748

一般財源

平成 26 年度

（

28

0.00

587

（ 0.00

27 年度平成

9,244

（千円） 年度 （千円）

535

504 505

（千円） 平成

件

事業費合計

正規職員人件費

人）

1.06人

刊行物販売額 有償刊行物の販売額 608,170

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

601,630

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

利用数 有償頒布数＋資料貸出件数

％ 達成率 94 83

　 項目名 項目説明

成果指標
市政情報センターの行政資
料利用数

継続

窓口において問い合わせの多い有料コピー機の操作方法についての案内をよりわか
りやすいものにするよう検討を進めている。

1,400

実 績 1,313 1,163
有償頒布数＋資料貸出件数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

市民部　市民相談課　課長　前田広子

終了

次年度予算

評価日 H28.8.1 評価者職氏名

理由
多岐にわたる市政情報をわかりやすく提供するため、内容とともに提供方法
の充実を図る必要がある。

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由 行政資料の配架に使用する消耗品等の事務的経費が必要なため。拡大 縮小

6-1環境情報の収集・活用 無

無

資料提供等に基づく紙資源
の利用

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

平成27年度より規定を一部改正し、改正後の規定に則った運用を行ってい
る。市政に関する情報を分かりやすくかつ迅速に公表及び提供していくこと
が出来るよう、制度の適切な運用に努めていく。

各課の提供している行政資料について目録を作成し市ホームページで公表した。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

有償刊行物の頒布数が減少したため。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


